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１．平成25年３月期の業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 12,903 20.2 1,227 14.2 1,177 15.9 738 11.9
24年３月期 10,732 55.9 1,075 69.0 1,015 70.3 659 87.8

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年３月期 64.36 62.39 32.3 13.9 9.5
24年３月期 58.65 57.26 42.9 15.7 10.0

(参考) 持分法投資損益 25年３月期 -百万円 24年３月期 -百万円

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 9,783 2,705 27.5 231.48
24年３月期 7,099 1,895 26.6 166.23

(参考) 自己資本 25年３月期 2,687百万円 24年３月期 1,887百万円

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物 
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

25年３月期 2,313 △3,257 958 1,416
24年３月期 1,793 △1,575 △97 1,401

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向
純資産 
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －
25年３月期 － 0.00 － 5.00 5.00 58 7.8 2.1

26年３月期(予想) － 3.00 － 3.00 6.00 －

(注)  25年３月期期末配当金の内訳 記念配当 5円00銭

３．平成26年３月期の業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 6,670 22.9 8 △90.0 △23 － △19 － △1.72
通 期 15,976 23.8 1,801 46.8 1,743 48.2 1,091 47.9 93.99



 

   

 

   

     

 

   

 

※ 注記事項
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無

 ③ 会計上の見積りの変更 ： 有

 ④ 修正再表示 ： 無

(注）「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第８条の３の６（会計方針の変更を会計上の見積りの変
更と区別することが困難な場合）に該当するものであります。詳細は、添付資料のP.22「(注）「４.財務諸表（５）
財務諸表に関する注記事項（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）」をご覧ください。

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年３月期 11,612,700 株 24年３月期 11,353,500 株

② 期末自己株式数 25年３月期 606 株 24年３月期 606 株

③ 期中平均株式数 25年３月期 11,469,675 株 24年３月期 11,250,957 株

（注）当社は、平成24年９月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。前事
業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して発行済株式数（普通株式）を算定しております。

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（株式分割に伴う遡及修正値） 
当社は、平成24年９月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。このた 
め、平成25年３月期の通期の１株当たり当期純利益については、当該株式分割が期首に行われたと仮定して算出し 
ております。 
  
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業務見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると 
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業 
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあ 
たっての注意事項等については、決算短信 添付資料P.２「経営成績・財政状態に関する分析(1)経営成績に関する
分析」をご覧ください。 
  
（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 
当社は以下のとおり機関投資家およびアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料等に 
ついては、開催後速やかに当社ホームページで掲載する予定です。 
・平成25年5月10日（金）・・・・・・機関投資家・アナリスト向け決算説明会
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当事業年度におけるわが国の経済状況は、東日本大震災からの復興需要や政権交代後の円安および株

高の進行等、景気回復の兆しがみえる一方で、欧州債務危機をめぐる海外景気の不確実性は高く、依然

として先行き不透明な状況となっております。 

このような環境下、当社は「施設スタイルにこだわらない都市型ブライダルオペレーター」として、

東京23区および政令指定都市に展開した挙式・披露宴施設の運営を継続してまいりました。 

具体的な新規施設の開業については、平成24年６月に専門式場スタイルである「シャルマンシーナＴ

ＯＫＹＯ」(表参道事業所)をオープンいたしました。さらに、平成24年12月に八重洲事業所を施設拡大

し、レストランスタイルである「アンジェリオン オ プラザ ＴＯＫＹＯ」をオープンいたしました。

これにより平成25年3月31日現在における当社の施設数は11施設、バンケット数は26バンケットとなっ

ております。また、平成24年12月には平成25年6月開業予定の「アルマリアン ＦＵＫＵＯＫＡ」（天神

事業所）の受注活動を開始いたしました。 

この結果、当事業年度の業績は、売上高12,903,441千円（前事業年度比20.2％増）、営業利益

1,227,617千円（前事業年度比14.2％増）、経常利益1,177,068千円（前事業年度比15.9％増）、当期純

利益738,174千円（前事業年度比11.9％増）となりました。 

  

今後におけるわが国の経済状況は、緩やかに持ち直しているものの、欧州の債務危機等を背景とする

世界経済の下振れ懸念により依然として先行き不透明な状況が続くことが予想されます。 

このような環境のもと、当社は、多様化する顧客ニーズの変化を的確に捉えるため、顧客である新郎

新婦や列席されるゲストに対する「施設の貸し切り感」、「オリジナル感」の演出を重視した、オーダ

ーメイド型の婚礼サービスを提供する直営の挙式・披露宴施設の出店を継続するとともに、内製化事業

の展開による収益力の強化、事業規模の拡大に応じた人材の確保と育成および内部管理体制の充実に取

り組み、業績の向上に努めてまいります。 

次期の業績見通しにつきましては、平成24年６月にオープンした「シャルマンシーナ ＴＯＫＹＯ」

（表参道事業所）および平成24年12月にオープンした「アンジェリオン オ プラザ ＴＯＫＹＯ」（八

重洲事業所）がそれぞれ通期稼働することに加え、平成25年６月に「アルマリアン ＦＵＫＵＯＫＡ」

（天神事業所）がオープンする予定であること等により順調な売上増加を見込んでおります。一方、費

用については、事業拡大に伴い、主に人件費、広告宣伝費、地代家賃および減価償却費の増加等を見込

んでおります。 

以上により、次期の業績は、売上高15,976,675千円（前事業年度比23.8％増）、営業利益1,801,678

千円（前事業年度比46.8％増）、経常利益1,743,846千円（前事業年度比48.2％増）、当期純利益

1,091,431千円（前事業年度比47.9％増）と予想しております。 

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

② 次期の見通し
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平成26年３月期  業績予想 

 
  

当事業年度末の資産につきましては総資産は9,783,409千円となり、前事業年度末と比較して

2,684,282千円の増加となりました。その主な要因は、現金及び預金が14,629千円増加したこと、前払

費用が64,743千円増加したこと、新規出店に伴い有形固定資産が2,186,365千円、敷金及び保証金が

317,856千円増加したこと等によるものであります。 

負債につきましては、負債総額は7,077,724千円となり、前事業年度末と比較して1,874,535千円の増

加となりました。その主な要因は、前受金が131,974千円増加したこと、また1年内返済予定の長期借入

金が335,986千円増加したこと、未払法人税等が159,815千円増加、資産除去債務が128,299千円増加し

たこと等であります。 

純資産につきましては、純資産総額は2,705,684千円となり、前事業年度末と比較して809,747千円の

増加となりました。その要因は、当期純利益の計上に伴い利益剰余金が738,174千円増加したこと等に

よるものであります。 

  

当事業年度における現金及び現金同等物の残高は1,416,611千円となり、前事業年度末と比較して

14,629千円増加となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は2,313,967千円（前事業年度比29.0％増）となりました。これは税引

前当期純利益1,179,426千円及び減価償却費を930,626千円を計上したこと等が主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により支出した資金は3,257,837千円（前事業年度比106.8％増）となりました。これは新規

出店に伴う有形固定資産の取得による支出3,078,985千円、敷金及び保証金の差入による支出450,726千

円があったこと等が主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により得られた資金は958,499千円（前事業年度は97,486千円の支出）となりました。これ

は設備投資に充当するための長期借入れによる収入2,150,000千円、長期借入れの返済による支出

1,100,653千円があったことが主な要因であります。 

平成25年３月期 
（実績） 
（千円）

平成26年３月期 
（予想） 
（千円）

当事業年度比

増減額 
（千円）

増減率 
（％）

売 上 高 12,903,441 15,976,675 3,073,234 23.8

ブライダル事業 11,984,949 14,905,460 2,920,510 24.4

その他の事業 918,491 1,071,215 152,723 16.6

営業利益 1,227,617 1,801,678 574,060 46.8

経常利益 1,177,068 1,743,846 566,778 48.2

当期純利益 738,174 1,091,431 353,256 47.9

１株当たり当期純利益（円） 64.36 93.99 29.63 46.0

（２）財政状態に関する分析

①  資産、負債及び純資産の状況

②  キャッシュ・フローの状況
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（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注) １．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

２．キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用しておりま

す。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。 

  

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、あわせて将来の挙式・披露宴施設

の新規出店による事業規模の拡大および財務基盤の強化のための内部留保の確保および利益配分につい

て、経営成績および財政状態を勘案し利益還元政策を決定していく所存であります。 

当期につきましては、お知らせ済みのとおり、東京証券取引所市場一部へ市場変更したことを記念し

創業以来初の配当を実施させていただく予定であり、１株当たりの配当金額を５円とさせていただく予

定です。 

また、次期の１株当たりの配当金額につきましては上記方針を総合的に勘案し、年間で６円（うち、

１株当たり中間配当金３円）を予定しております。 

本決算短信に記載した事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下

のようなものがあります。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発

生した場合の対応に努める方針でありますが、当社の株式に関する投資判断は、本項および本決算短信

中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。 

なお、文中の将来に関する事項は本決算短信発表日現在において当社が判断したものであります。 

  

厚生労働省「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」によりますと、今後18歳から34歳までの人

口は、減少傾向にあると予測されており、同省の「人口動態調査」では、結婚適齢期である25歳から34

歳までの年齢層が縮小傾向にあり、当社の属するブライダルマーケット全体の縮小が懸念されます。 

当社は、今後も人口の減少が少ないと思われる東京23区および政令指定都市を中心に出店するととも

に、マーケット動向を注視し事業を推進してまいりますが、マーケットが急激に縮小した場合は当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％） 26.6 27.5

時価ベースの自己資本比率（％） 125.0 87.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 1.6 1.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 22.1 28.6

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク

①  少子化の影響について
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当社が運営する挙式・披露宴施設と同一商圏に競合企業が複数参入するほか、異業種から資金力とブ

ランド力を有する企業がブライダルマーケットに新規参入するなど、他社との競合状況が激化した場合

には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社は、「施設スタイルにこだわらない都市型ブライダルオペレーター」として、多様化する顧客の

ニーズに応えるため、専門式場、ゲストハウス、ホテル、レストランの４つのスタイルの挙式・披露宴

施設を特定のスタイルに偏らないよう出店する方針であります。出店候補地の選定に当たっては、①東

京23区および政令指定都市②新幹線停車駅がある人口30万人以上の都市、の順に優先順位を定め、出店

候補地の立地、エリアマーケティングデータ、運営施設の採算性、人材確保、資金繰りおよび投資回収

期間を総合的に勘案したうえで、出店候補地を決定し、新規出店を積極的に進めていく計画でありま

す。 

当社は、専門部署である店舗開発部を中心として、不動産デベロッパー、不動産投資ファンド運用会

社、ゼネコン、総合商社等多岐にわたるルートから出店候補地の情報を収集し、出店のための条件交渉

を行っておりますが、当社の出店条件に合致する候補地の契約が締結できなかった場合、または、出店

に必要な資金を当社の計画通りに金融機関等から調達できなかった場合は、出店計画を変更する必要性

が生じ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、新規出店に際し、オープン準備期間に諸費用が先行して発生することにより、当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

当社は、賃借により出店を行うことを基本方針としており、挙式・披露宴施設の賃借時に敷金および

保証金を差入れております。敷金及び保証金の残高は平成25年３月31日現在1,697,647千円となってお

り、総資産に占める比率は17.4％であります。 

当社は、新規に出店する際の与信管理を徹底しておりますが、賃貸先のその後の財政状態の悪化等に

よって、敷金及び保証金の全部または一部が回収できなくなった場合には、当社の財政状態および業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社が本決算短信発表日現在において賃借している各施設の賃貸借契約の契約期間は、10年から20年

の長期にわたっております。 

原則として、賃貸借契約は契約期間満了まで継続する予定でありますが、施設の収益力の低下等の理

由により当社の都合で賃貸借契約を中途解約する場合には、中途解約に伴う違約金等が発生し、当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②  競合および新規参入について

③  出店について

④  敷金および保証金の差入について

⑤  挙式・披露宴施設の賃貸借契約が長期間であることについて
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当社の施設につきましては、出店商圏における顧客のニーズを調査するとともに、同一商圏における

競合施設の出店スタイルや建物デザインおよび内装コンセプト等を調査することで、顧客のニーズに合

致し、かつ競合との差別化を図ったデザインの施設づくりに注力しております。また、マーケットの変

化による施設デザインの陳腐化や老朽化に備え、各施設は環境の変化に応じて改装を行う計画でありま

す。 

しかしながら、マーケットの急激な変化等により、計画外の改装を行う場合は、改装費用や、改装に

伴う臨時償却および固定資産除却損等が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社の挙式・披露宴施設に係る設備について、施設の営業活動から生じる収益力が著しく低下するこ

となどにより減損の認識がなされた場合、減損損失の計上により、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

当社は顧客のこだわりに合わせたオーダーメイド型の婚礼サービスを提供しており、衣装、装花、引

出物、料理、飲料、演出等において「施設の貸し切り感」、「オリジナル感」を重視したトータルプロ

デュースを実施しております。 

しかしながら、顧客のニーズの変化に当社の商品開発が対応できない場合や、取引企業が当社の基準

を満たす商品・サービスの提供ができない場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社の売上高は、挙式・披露宴が春（３月から５月）、秋（９月から11月）に多く施行される傾向が

あることにより、当該期間の売上高が変動する可能性があります。 

  

当社は、これまで新規出店にかかる設備投資を、金融機関からの借入等により調達してまいりまし

た。有利子負債残高、有利子負債依存度および支払利息の推移は下表のとおりであります。 

今後は、営業活動によるキャッシュ・フローの拡大から生み出される余剰資金等により、有利子負債

依存度の改善を進め、財務体質の強化に努める方針ではありますが、挙式・披露宴施設の展開に伴い金

融機関からの借入が増加し、金融情勢の変動により金利が大幅に上昇した場合には、当社の業績および

財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 
(注) １．有利子負債残高は、金融機関からの長期借入金(1年内返済予定の長期借入金を含む）、リース債務、未 

払金および長期未払金の合計であります。 

２．有利子負債依存度は、有利子負債残高を総資産で除した数値を記載しております。 

⑥  挙式・披露宴施設の改装費用について

⑦  減損会計について

⑧  商品開発について

⑨  売上高の季節変動について

⑩  有利子負債依存度が高いことについて

前事業年度末 
平成24年３月31日現在

当事業年度末 
平成25年３月31日現在

有利子負債残高（千円） 2,823,099 3,771,368

有利子負債依存度（％） 39.8 38.5

支払利息（千円） 65,824 62,804
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当社が運営する施設の建築・改装につきましては、建築基準法、消防法、下水道法等による規制

を、宿泊施設を有する施設の建築・改装につきましては、旅館業法の規制を受けております。 

当社は、施設の建築・改装にあたっては、行政当局や一級建築士等外部専門家の事前指導を受け、

法令を遵守した建築・改装を行っておりますが、これらの法令に違反し、建築計画の遅れや施設の運

営に支障が生じた場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社が運営する挙式・披露宴施設は、食品衛生法による規制を受けており、所轄の保健所より営業

許可書を取得しております。また、各施設内の調理施設につき１名の食品衛生責任者を選任してお

り、館内清掃ならびに従業員に対する衛生管理教育を徹底するとともに、専門機関による定期的な衛

生検査を実施することで、社内の衛生管理体制強化を図っております。 

当社は、設立から現在に至るまで、食中毒の発生等で行政処分を受けた事例はありませんが、今

後、食中毒等の衛生問題が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社では、挙式・披露宴および宿泊サービスの提供を通じて、顧客の個人情報を扱っているため、

「個人情報の保護に関する法律」が定める個人情報取扱事業者としての義務を課せられております。

当社は、これら個人情報の適切な保護および管理を目的として「個人情報保護規程」を制定してお

り、個人情報が記載された書類やデータについては保管庫における施錠管理やパスワード管理により

細心の注意をもって取り扱っておりますが、係る措置にもかかわらず不測の事態により個人情報が漏

洩した場合は、当社が損害賠償を含む法的責任を追及される可能性があるほか、当社および当社が運

営する挙式・披露宴施設の信用が低下し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社が運営する挙式・披露宴施設で提供する食材につきましては、安全性に重大な関心が払われてい

る現在の状況から、安全で良質な食材を安定的に確保することが重要となっております。 

しかしながら、食材の安全性が疑われる問題が生じ、海外からの食材輸入が規制された場合、あるい

は需給関係の変動等により食材の市況が急激に変動した場合等、食材の安定的確保に支障が生じる状況

になった場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社の代表取締役社長である岩本博は、創業者であると同時に設立以来当社の経営方針や事業戦略の

決定等、事業推進において中心的な役割を担ってまいりました。 

現在、当社では、事業規模の拡大に伴った権限の委譲ならびに役員および幹部社員による情報の共有

化等を通じて経営組織の強化を図るなど、同氏に過度に依存しない経営体制の整備を進めております

が、今後、何らかの理由により同氏が当社の経営執行を継続することが困難になった場合には、当社の

事業展開および業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑪  法的規制について

(ⅰ)挙式・披露宴施設の建築・改装について

(ⅱ)衛生管理について

(ⅲ)個人情報管理について

⑫  食材について

⑬  特定人物への依存について
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当社は、挙式・披露宴施設の展開のため、新卒採用および中途採用を実施し続けることが必要である

と認識しており、積極的な採用活動を行っております。また、採用した人材に対しては、接客に関する

データの定量的な分析に基づく課題抽出および対策、高い接客力を有する人材の接客ノウハウの共有、

定期的な社内研修等を実施することで、顧客ニーズに的確に対応できる人材の育成に努めております。

しかしながら、人材の確保、育成が計画通り進まなかった場合には、当社の事業展開および業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

⑭  人材確保と育成について
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当社は、デザイン性を重視した直営施設において、挙式・披露宴の企画・運営を行うブライダル事業を

主な事業としております。また、当社は単一セグメントでありますが、その他の事業として、宿泊施設の

運営を通じた宿泊サービス、および披露宴以外のパーティの運営を行う宴会サービスの提供等を行ってお

ります。 

  

当社は、「施設スタイルにこだわらない都市型ブライダルオペレーター」として、多様化する顧客の

ニーズに応えるため、様々なスタイルの直営挙式・披露宴施設の運営を行っております。 

当社では、顧客である新郎新婦や列席されるゲストに対する「施設の貸し切り感」「オリジナル感」

の演出を重視し、挙式・披露宴で提供される、衣装、装花、引出物、料理、飲料、演出等を顧客のこだ

わりに合わせてトータルプロデュースする、オーダーメイド型の婚礼サービスを提供しております。 

特に、衣装、装花、演出に関しては社内における内製化を推進しており、外注取引企業ではなく当社

の従業員が直接顧客と打ち合わせを行うことにより、顧客の細かなこだわりにも対応し、一層の顧客満

足度の向上を目指しております。 

また、当社が運営する施設のうち、バンケット（披露宴会場）が複数ある施設に関しては、それぞれ

のバンケットに専用のチャペルまたはロビースペースを設置することにより、「施設の貸し切り感」の

演出を行っております。 

「施設の貸し切り感」、「オリジナル感」の演出のため、一軒家の邸宅風施設であるゲストハウス型

施設が多い中、当社は、同様の演出が可能で、かつ出店立地に最適なスタイルでの出店を、下記のとお

り施設を分類して実施しております。 

  

(ⅰ)専門式場 

交通至便な都心部およびブランドイメージの高いエリアを中心に、挙式・披露宴を実施するバンケ

ットを有する挙式・披露宴施設を専門式場と分類しております。 

(ⅱ)ゲストハウス 

都心の閑静な住宅地において広大な敷地を活用し、披露宴を実施するバンケットに加えて、開放感

のあるプライベートガーデンやプール、独立型チャペルを有する邸宅風の挙式・披露宴施設をゲスト

ハウスと分類しております。 

(ⅲ)ホテル 

交通至便な都心部を中心に、宿泊施設に加えて、披露宴を実施するバンケットをフロアごとに異な

ったコンセプトでデザインし、付帯の専用ロビースペースとともに１フロア貸し切り形式で提供する

ことで、ホテルでありながらゲストハウスの「施設の貸し切り感」を演出するブライダルホテル型の

挙式・披露宴施設をホテルと分類しております。 

(ⅳ)レストラン 

交通至便な都心部およびブランドイメージの高いエリアを中心に、挙式・披露宴を実施するバンケ

ットを有し、挙式・披露宴の予約が入らない平日を中心に、レストラン営業も行えるレストラン型の

挙式・披露宴施設をレストランと分類しております。 

  

２．企業集団の状況

（１）ブライダル事業

①  施設スタイル
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当社は、上記４つのスタイルの施設を特定のスタイルに偏らないよう出店する方針であります。ま

た、出店候補地の選定に当たっては、①東京23区および政令指定都市②新幹線停車駅がある人口30万人

以上の都市、の順に優先順位を定め、出店候補地の立地、エリアマーケティングデータ、運営施設の採

算性、人材確保、資金繰りおよび投資回収期間を総合的に勘案したうえで、出店候補地を決定しており

ます。 

なお、出店に当たっては早期に設備投資資金を回収するため、原則として賃借での出店を行う方針で

あります。 

  

 
(注) １．(  )内の数字はバンケット（披露宴会場）数を表しております。 

  

  

②  出店方針

施設スタイル 挙式・披露宴施設名称 事業所名称 所在地

ゲストハウス ア・ラ・モード・パレ＆ザ リゾート（３） 神戸事業所 神戸市東灘区

レストラン ラグナヴェール ＡＯＹＡＭＡ（１） 青山事業所 東京都港区

専門式場 ロザンジュイア（１） 広尾事業所 東京都港区

ホテル ラグナスイート ホテル＆ウェディング名古屋（３） 栄事業所 名古屋市中区

ホテル ラグナスイート ホテル＆ウェディング新横浜（３） 新横浜事業所 横浜市港北区

専門式場 ラグナヴェール ＴＯＫＹＯ（２）
八重洲事業所 東京都中央区

レストラン アンジェリオン オ プラザ ＴＯＫＹＯ（２）

専門式場 ラグナヴェール ＮＡＧＯＹＡ（１） 栄駅事業所 名古屋市東区

専門式場 ザ マグナス ＴＯＫＹＯ（１） 銀座事業所 東京都中央区

レストラン ラグナヴェール ＰＲＥＭＩＥＲ（２） 大阪駅事業所 大阪市北区

専門式場 ラグナヴェール ＯＳＡＫＡ（４） 堂島事業所 大阪市北区

専門式場 シャルマンシーナ ＴＯＫＹＯ（３） 表参道事業所 東京都渋谷区
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当社は、挙式・披露宴施設と宿泊施設が一体となったブライダルホテル業態の施設運営を通じて宿泊

サービスの提供を行っております。客室においては、挙式・披露宴施設と同様にスタイリッシュなデザ

インながらも落ち着いた色調のインテリアを配した、くつろぎと心地よさをテーマとした空間を提供し

ております。都心の商業集積地やターミナル駅周辺を中心に出店することにより、新郎新婦および挙

式・披露宴に列席されるゲストとともに一般のビジネス客や観光客等もターゲットとしております。 

また、当社は、運営する施設において、挙式・披露宴の予約が入らない平日を中心に、施設の稼働率

向上を目的として、主として法人を顧客とした、忘年会、新年会、歓送迎会、セミナー等の各種パーテ

ィの受注および運営を通じて宴会サービスの提供を行っております。 

そのほか、レストラン業態の施設運営を通じて、レストランサービスの提供等を行っております。 

  

下図は、当社の事業系統を図示したものであります。 

[事業系統図] 

  

 

  

  

（２）その他の事業

㈱エスクリ (2196) 平成25年３月期 決算短信

- 11 -



  

当社はハードに頼らず、ソフトの力を信じ、ビジネスの本質を真摯につきつめるという意味を込めた

『Faithful Bridal Creator』をコーポレートスローガンとして掲げ、その実現のために、「人材を育

成し接客力によってブライダル業界の勝ち組となること」、「施設スタイルにこだわらない都市型ブラ

イダルオペレーターとなること」を経営の基本方針とし、直営の挙式・披露宴施設の運営を主とした事

業展開を通じて、顧客満足度の向上を図り、企業価値の向上に取り組んでおります。 

  

当社は、直営の挙式・披露宴施設の拡大および施設の効率運営が、当社の企業価値の向上につながる

ものと認識しております。  

そのための指標として成長性と収益性を重視し、成長性に関しましては売上高の前期比増加率、収益

性に関しましては売上高営業利益率を重要な経営指標としております。 

  

当社は、中長期にわたり、継続的に事業を拡大し収益を向上させるために下記の通りの戦略を有して

おります。 

① 特定の施設スタイルにとらわれず、出店立地や物件のポテンシャルおよび特性を見極め、出店エリア

の顧客ニーズに合致した多様なスタイルでの出店により直営施設数を拡大いたします。 

② 施設の高収益化と顧客への高度なサービス提供を目指し、衣装、装花等の直営施設向け内製化事業を

さらに加速いたします。 

③ 新たな収益機会の獲得のため、出店の方法および海外を含めた出店地域の多様化、レストランやホテ

ル等のブライダル周辺領域への展開を調査研究いたします。 

  

当社がターゲット顧客層としている結婚適齢期人口の減少、未婚率の上昇、および他分野の事業会社

の新規参入等、競合状況の激しいブライダルマーケットにおいて、当社が顧客からの支持を着実に獲得

し、中長期的な企業の成長のための経営戦略を実行するために、以下のような課題に対処してまいりま

す。 

  

(ⅰ)競争力を有する立地での出店 

当社は、挙式・披露宴施設の競争力は、その立地の集客力によって最も影響を受けるものと認識し

ており、継続的、安定的に集客が可能な立地に出店することが特に重要な経営課題であると認識して

おります。この課題に対応するため、①東京23区および政令指定都市②新幹線停車駅がある人口30万

人以上の都市を優先出店候補エリアとし、これら候補エリアに所在する若者層の認知度が高い商業集

積駅、またはターミナル駅周辺に積極的な出店を継続してまいります。 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題

①  現状認識について 

②  当面の対処すべき課題の内容、対処方針、および具体的な取組状況
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(ⅱ)人材の確保と育成 

当社は、今後のさらなる事業拡大を目指す上で、優秀な人材の確保およびその人材の育成が重要な

経営課題であると認識しております。人材確保においては、新卒採用および中途採用を積極的に実施

し、当社の経営方針に共感を持った早期に戦力化可能な人材の採用と、従業員のモチベーションを向

上させる人事諸制度の構築が必要と考えております。人材の育成については、接客に関するデータの

定量的な分析に基づく課題抽出および対策、高い接客力を有する人材の接客ノウハウの共有、定期的

な社内研修等を実施することにより、顧客ニーズに的確に対応できる接客力を向上させてまいりま

す。 

  

(ⅲ)内部管理体制の充実 

当社では、今後も企業の継続的な成長を実現していくために、事業規模の拡大に対応した内部管理

体制の充実が不可欠であると認識しております。今後も事業規模の拡大に合わせ、管理部門の一層の

強化による内部管理体制の整備に取り組んでまいります。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,401,982 1,416,611

売掛金 27,745 35,968

原材料及び貯蔵品 42,534 52,147

前払費用 156,096 220,840

繰延税金資産 93,199 119,415

その他 14,866 42,966

貸倒引当金 △802 △1,221

流動資産合計 1,735,623 1,886,728

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 3,010,403 4,604,341

構築物（純額） 47,537 40,729

車両運搬具（純額） 207 0

工具、器具及び備品（純額） 363,959 242,906

リース資産（純額） 46,009 82,043

建設仮勘定 87,978 772,440

有形固定資産合計 ※1  3,556,096 ※1  5,742,462

無形固定資産   

商標権 2,004 1,538

ソフトウエア 156,439 153,169

リース資産 3,503 6,860

その他 16,208 16,208

無形固定資産合計 178,156 177,777

投資その他の資産   

出資金 30 40

長期前払費用 84,648 64,686

敷金及び保証金 ※2  1,379,790 ※2  1,697,647

繰延税金資産 164,630 213,917

その他 150 150

投資その他の資産合計 1,629,250 1,976,441

固定資産合計 5,363,502 7,896,681

資産合計 7,099,126 9,783,409
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 438,602 561,579

1年内返済予定の長期借入金 ※2  965,100 ※2  1,301,086

リース債務 89,352 90,762

未払金 448,547 660,493

未払費用 340,166 404,951

未払法人税等 351,318 511,133

未払消費税等 17,290 76,354

前受金 454,326 586,301

預り金 61,038 81,674

前受収益 556 136

その他 60 1,405

流動負債合計 3,166,358 4,275,880

固定負債   

長期借入金 ※2  1,465,958 ※2  2,179,319

リース債務 98,661 69,366

長期未払金 130,834 83,482

資産除去債務 341,376 469,675

固定負債合計 2,036,830 2,801,844

負債合計 5,203,189 7,077,724

純資産の部   

株主資本   

資本金 498,527 529,830

資本剰余金   

資本準備金 456,527 487,830

資本剰余金合計 456,527 487,830

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 932,216 1,670,390

利益剰余金合計 932,216 1,670,390

自己株式 △126 △126

株主資本合計 1,887,145 2,687,925

新株予約権 8,792 17,758

純資産合計 1,895,937 2,705,684

負債純資産合計 7,099,126 9,783,409
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（２）損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 10,732,873 12,903,441

売上原価 3,569,796 4,175,207

売上総利益 7,163,077 8,728,233

販売費及び一般管理費 ※1  6,088,029 ※1  7,500,615

営業利益 1,075,047 1,227,617

営業外収益   

受取利息 223 284

受取賃貸料 8,562 7,758

協賛金収入 5,122 14,317

その他 4,367 2,651

営業外収益合計 18,275 25,011

営業外費用   

支払利息 65,824 62,804

その他 11,591 12,756

営業外費用合計 77,416 75,560

経常利益 1,015,906 1,177,068

特別利益   

新株予約権戻入益 － 2,357

特別利益合計 － 2,357

特別損失   

固定資産売却損 ※2  124 ※2  －

固定資産除却損 ※3  3,768 ※3  －

特別損失合計 3,893 －

税引前当期純利益 1,012,013 1,179,426

法人税、住民税及び事業税 484,079 516,755

法人税等調整額 △131,914 △75,503

法人税等合計 352,164 441,252

当期純利益 659,849 738,174
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 478,090 498,527

当期変動額   

新株の発行 20,437 31,303

当期変動額合計 20,437 31,303

当期末残高 498,527 529,830

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 436,090 456,527

当期変動額   

新株の発行 20,437 31,303

当期変動額合計 20,437 31,303

当期末残高 456,527 487,830

資本剰余金合計   

当期首残高 436,090 456,527

当期変動額   

新株の発行 20,437 31,303

当期変動額合計 20,437 31,303

当期末残高 456,527 487,830

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 272,367 932,216

当期変動額   

当期純利益 659,849 738,174

当期変動額合計 659,849 738,174

当期末残高 932,216 1,670,390

利益剰余金合計   

当期首残高 272,367 932,216

当期変動額   

当期純利益 659,849 738,174

当期変動額合計 659,849 738,174

当期末残高 932,216 1,670,390

自己株式   

当期首残高 △109 △126

当期変動額   

自己株式の取得 △16 －

当期変動額合計 △16 －

当期末残高 △126 △126
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 1,186,437 1,887,145

当期変動額   

新株の発行 40,875 62,606

当期純利益 659,849 738,174

自己株式の取得 △16 －

当期変動額合計 700,707 800,780

当期末残高 1,887,145 2,687,925

新株予約権   

当期首残高 1,253 8,792

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7,538 8,966

当期変動額合計 7,538 8,966

当期末残高 8,792 17,758

純資産合計   

当期首残高 1,187,690 1,895,937

当期変動額   

新株の発行 40,875 62,606

当期純利益 659,849 738,174

自己株式の取得 △16 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7,538 8,966

当期変動額合計 708,246 809,747

当期末残高 1,895,937 2,705,684
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,012,013 1,179,426

減価償却費 873,563 930,626

長期前払費用償却額 18,000 18,269

貸倒引当金の増減額（△は減少） 346 419

受取利息及び受取配当金 △223 △285

支払利息 65,824 62,804

固定資産売却損益（△は益） 124 －

固定資産除却損 3,768 －

売上債権の増減額（△は増加） △13,732 △8,222

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,257 △9,613

前払費用の増減額（△は増加） △40,895 △67,091

仕入債務の増減額（△は減少） 180,989 122,977

前受金の増減額（△は減少） △90,258 131,974

未払消費税等の増減額（△は減少） △33,655 59,064

預り金の増減額（△は減少） 2,000 20,636

未払金の増減額（△は減少） 81,158 230,056

未払費用の増減額（△は減少） 157,573 63,271

未収入金の増減額（△は増加） 1,508 △7,207

その他 27,565 27,234

小計 2,229,413 2,754,341

利息及び配当金の受取額 223 285

利息の支払額 △81,308 △80,821

法人税等の支払額 △354,535 △359,837

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,793,793 2,313,967

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 6,500 －

有形固定資産の取得による支出 △1,021,695 △3,078,985

無形固定資産の取得による支出 △146,811 △45,363

有形固定資産の売却による収入 － 193,021

敷金及び保証金の差入による支出 △319,287 △450,726

敷金及び保証金の回収による収入 662 132,870

預り保証金の返還による支出 △95,000 △10,000

長期前払費用の取得による支出 － 1,356

その他 － △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,575,632 △3,257,837
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 985,000 2,150,000

長期借入金の返済による支出 △960,057 △1,100,653

株式の発行による収入 40,875 62,606

割賦債務・リース債務の返済による支出 △146,419 △149,799

自己株式の取得による支出 △16 －

手数料の支払額 △16,867 △3,655

財務活動によるキャッシュ・フロー △97,486 958,499

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 120,675 14,629

現金及び現金同等物の期首残高 1,281,307 1,401,982

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,401,982 ※  1,416,611
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該当事項はありません。 

  

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

建物(建物附属設備は除く)については定額法を、それ以外は定率法を採用しております。 

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として法人税法

に規定する方法により、３年間で均等償却しております。 

なお、ブライダル事業用の定期借地権契約による借地上の建物、および賃貸借契約の建物について

は、耐用年数を定期借地権の残存期間、および賃貸借期間、残存価額を零とした定額法によっておりま

す。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物                  ３年～20年 

構築物                ６年～20年 

工具、器具及び備品    ２年～20年 

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却する方法によっております。 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

(3) リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 

なお、所有権移転ファイナンス・リース取引に係る固定資産は、リース資産として区分せず、有形固

定資産に属する各科目に含める方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(4) 長期前払費用 

均等償却によっております。 

３．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(重要な会計方針)
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４．ヘッジ会計の方法 
 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前純利益はそれぞれ

39,651千円増加しております。 

  

①ヘッジ会計の方法・・・・・・ 金利スワップについては適用要件を満たすため、特例処理によっ

ております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象・・・ ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金の利息

③ヘッジ方針・・・・・・・・・ 長期借入金の金利変動リスクの回避を目的として、個別契約毎に

金利スワップ取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法・・・ 特例処理の適用要件を満たしており有効性が保証されているた

め、有効性の評価を省略しております。

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)
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※１  有形固定資産の減価償却累計額 

  

 
  

※２  担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 
  

担保付債務は、次のとおりであります。 

  

 
  

３  当社は運転資金及び事業所設備資金の柔軟な調達を行うため、金融機関とコミットメントライン契約

等を締結しておりますが、当該契約には一定の財務制限条項が付されております。 

なお、当事業年度末のコミットメントライン契約等による借入未実行残高は以下のとおりでありま

す。 

  

 
  

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 1,862,073千円 2,485,224千円

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

敷金及び保証金 200,000千円 200,000千円

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 187,500千円 203,125千円

長期借入金 403,125 200,000

計 590,625 403,125

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

コミットメントライン契約等の 
総額

1,600,000千円 1,600,000千円

借入実行残高 ― 200,000

差引額 1,600,000 1,400,000
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※１  販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度83％、当事業年度 82％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度17％、当事業年度 18％であります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

 
  

  

※２  固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  

 
  

※３  固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

 
  

(損益計算書関係)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

広告宣伝費 673,285千円 1,067,664千円

給料手当 1,136,534 1,508,544

地代家賃 1,438,596 1,914,156

減価償却費 795,261 813,087

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

工具、器具及び備品 124千円 ―千円

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物 680千円 ―千円

工具、器具及び備品 731 ―

有形リース資産 870 ―

ソフトウェア 182 ―

無形リース資産 1,305 ―

計 3,768 ―
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前事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

  

 
(注) １．普通株式の発行済株式総数の増加54,500株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加でありま

す。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加17株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

  

 
(注) １．平成23年新株予約権の当事業年度増加は、新株予約権発行によるものであります。 

２．平成23年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

当事業年度期首 
株式数(株)

当事業年度増加 
株式数(株)

当事業年度減少 
株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

発行済株式

  普通株式(注) １ 3,730,000 54,500 ― 3,784,500

合計 3,730,000 54,500 ― 3,784,500

自己株式

  普通株式(注) ２ 185 17 ― 202

合計 185 17 ― 202

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当事業 
年度末残高
(千円)

当事業 
年度期首

当事業 
年度増加

当事業 
年度減少

当事業 
年度末

提出会社

平成23年新株予約権 
(注) １,２

普通株式 ― 40,000 ― 40,000 1,680

ストックオプション 
としての新株予約権

― ― ― ― ― 7,112

合計 ― ― ― ― ― 8,792
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当事業年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

  

 
(注) １．普通株式の発行済株式総数の増加7,569,000株は、平成24年９月１日付の株式分割による増加であります。 

２．普通株式の発行済株式総数の増加259,200株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であり

ます。 

３．普通株式の自己株式の株式数の増加404株は、平成24年９月１日付の株式分割による増加であります。 

  

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

  

 
(注) １．平成23年新株予約権の当事業年度増加は、平成24年９月１日付の株式分割による増加であります。 

２．平成23年新株予約権の当事業年度減少は、権利付与者の退任による減少であります。 

３．平成23年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

３．配当に関する事項 

(１) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

  

当事業年度期首 
株式数(株)

当事業年度増加 
株式数(株)

当事業年度減少 
株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

発行済株式

  普通株式(注) １,２ 3,784,500 7,828,200 ― 11,612,700

合計 3,784,500 7,828,200 ― 11,612,700

自己株式

  普通株式(注) ３ 202 404 ― 606

合計 202 404 ― 606

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当事業 
年度末残高
(千円)

当事業 
年度期首

当事業 
年度増加

当事業 
年度減少

当事業 
年度末

提出会社

平成23年新株予約権 
(注) １,２,３

普通株式 40,000 80,000 30,000 90,000 1,680

ストックオプション 
としての新株予約権

― ― ― ― ― 16,078

合計 ― ― ― ― ― 17,758

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月10日
取締役会

普通株式 58,060 利益剰余金 ５ 平成25年３月31日 平成25年６月26日
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※  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

 
  

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金勘定 1,401,982千円 1,416,611千円

現金及び現金同等物 1,401,982 1,416,611
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１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①  リース資産の内容 

(ア) 有形固定資産 

主として、厨房機器およびサーバー等(工具、器具及び備品)であります。 

(イ) 無形固定資産 

主として、人事管理システム等のソフトウエアであります。 

②  リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

なお、リース取引開始日が改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており、その内容は以下のとおりで

あります。 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
  

 
  

(リース取引関係)

(単位：千円)

前事業年度(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 64,785 61,515 3,269

ソフトウエア 2,800 2,753 46

合計 67,585 64,269 3,315

(単位：千円)

当事業年度(平成25年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 7,585 7,585 ―

ソフトウエア ― ― ―

合計 7,585 7,585 ―
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(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

 
  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法を適用しております。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

 
  

(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

未経過リース料期末残高相
当額

  １年内 3,821 ―

  １年超 ― ―

合計 3,821 ―

(単位：千円)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 24,973 3,888

減価償却費相当額 21,042 3,315

支払利息相当額 994 59

(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

１年内 867,227 1,728,403

１年超 5,494,918 13,533,057

合計 6,362,146 15,261,460
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 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

前事業年度(平成24年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(平成25年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

前事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(持分法損益等)

(関連当事者情報)
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 
  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

繰延税金資産(流動)

  賞与未払金 38,241千円 41,422千円

  未払事業税 30,248 43,135

  未払事業所税 6,499 8,018

  支払利息否認 7,167 16,159

  その他 11,043 10,680

繰延税金資産(流動)小計 93,199 119,415

評価性引当額 ― －

繰延税金資産(流動)合計 93,199 119,415

繰延税金資産(固定)

  減価償却超過額 96,958千円 135,221千円

  支払手数料否認 5,051 5,051

  支払利息否認 15,004 －

  資産除去債務 121,666 167,392

  その他 15,918 23,741

繰延税金資産(固定)小計 254,600 331,407

評価性引当額 △591 △591

繰延税金資産(固定)合計 254,008 330,816

繰延税金負債(固定)

  資産除去債務に対する除去費用 89,377 116,898

繰延税金負債(固定)合計 89,377 116,898

繰延税金資産(固定)の純額 164,630 213,917

前事業年度 
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.69％ 38.01％

(調整)

  交際費等永久に損金に 
  算入されない項目

0.26 0.43

  住民税均等割 0.35 1.43

  税率変更による期末繰延 
  税金資産の減額修正

3.03 0.37

  法人税額の特別控除 △2.71 △3.19

  評価性引当額の増減額 △6.86 △0.00

  その他 0.03 0.36

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

34.79 37.41
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前事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

前事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

前事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

当社は、ブライダル事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

当事業年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

当社は、ブライダル事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

(退職給付関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)

(セグメント情報等)

セグメント情報
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(注)  １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

 
(注)  当社は、平成24年９月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。前事

業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在

株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 166.23円 231.48円

１株当たり当期純利益金額 58.65円 64.36円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

57.26円 62.39円

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

1株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) 659,849 738,174

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 659,849 738,174

期中平均株式数(株) 11,250,957 11,469,675

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 57.26 62.39

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 272,325 361,954

(うち新株予約権) (272,325) (361,954)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第９回新株予約権  100個 
  
 
  
 
  
 

第10回新株予約権  490個 
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  株式取得による子会社化 

当社は、平成25年５月10日開催の取締役会において株式会社渋谷の株式を取得し子会社化するこ

とについて決議いたしました。  

   （1）株式取得の目的 

株式会社渋谷の建設分野における専門力を活かし、当社の婚礼サービスにおいて重要な要素の一

つである挙式・披露宴施設の、デザイン・設計および工事を適切に管理し設備投資金額を最適化す

ることで更に魅力的な会場を生み出し、ワンストップサービスの実現による顧客満足度の更なる向

上を図ることを目的としております。また、同社の専門力を活かし既存挙式・披露宴施設の維持管

理の最適化も目的としております。 

   （2）被取得企業の概要 

     ①名称   株式会社渋谷 

     ②所在地  奈良県桜井市外山186番地の１ 

     ③事業内容 建築工事の請負・設計監理、木材・インテリア用品および家具等の輸入および 

                   販売 

     ④規模   資本金 80,000千円 

   （3）株式取得の時期 

      平成25年５月15日 

   （4）取得する株式の数、取得価額および取得後の持分比率 

     ① 取得株式数   98,604株 

       ② 取得価額 

 
      ③ 取得後の持分比率 100％ 

   （5）取得資金の調達    

        金融機関からの借入により調達しております。 

該当事項はありません。 

   該当事項はありません。 

(重要な後発事象)

取得の対価 現金 800,000千円

取得に直接要した費用 6,000

取得原価        806,000

５．その他

（１）役員の異動

（２）その他
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